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者 (以下、HF-ASD 者 )は言語が流暢であっても、対人関係などがうまく築けな
いことや指示理解などに障害特性が影響してしまい、社会生活を営む上での支
障が起こりやすいことが想定され、さらには二次障害へと発展する可能性が高






































































































































































































れた。また、企業の従業員 (非常勤職員を含む )の 2 パーセント (平成 27 年度現














用数に近づきつつある (厚生労働省 , 2013)。さらに 2014 年 5 月に厚生労働省
から発表された情報によると身体障害のある者の障害者雇用数を精神障害の









告もある (全国 LD 親の会 , 2011)。HF-ASD 者の障害特性によって、対人関係
でのトラブルや業務での支障を生じてしまい、離職に至る事例も少なくないと
言われている (杉山 , 1998)。  
 以上のように、障害者雇用率の上昇に伴う障害者雇用数の増加を見据えて、




























































































する可能性を述べている。松吉ら (2013)は、健常成人の中で AQ 得点がカット




そ の よ う な 社 会 的 能 力 の 不 十 分 さ へ の 介 入 策 と し て 、 Social Skills 
Training(以下、SST)を用いて改善を図る研究が行われるようになっている。
SST を ASD 児・者に行い、訓練効果や社会的妥当性について検討したもの (若
澤ら , 2011)や、般化効果・維持効果について検討したもの (岡島ら , 2014)が行
われている。  
HF-ASD 者の社会的スキルに介入した先行研究数は多くはないが、HF-ASD

























































ントとスキル付与等支援を行うというものである (図 4. 参照 )。アメリカのカ
ンザス大学やイギリスの自閉症協会や就労支援センター (プロスペクツ )にも
訪問し、意見交換を行い、開発されたものである。ワークシステム・サポート
プログラムでは、ウォーミングアップ・アセスメント期 (8 週間程度 )と、職場






































































































































2008 年～2009 年であった。  
２．対象者  
医療機関、相談機関、就労支援機関に通う 18 歳以上の IQ が 70 以上で
HF-ASD 者と診断された者 116 名、うち記入漏れによる欠損 6 名を除く 110
名 (男性 80 名、女性 30 名 )を対象者とした。平均年齢 28.85 歳 (SD＝7.81)であ
った (表 1. 参照 )。対象を選定する際は、各機関の職員が自己回答式質問紙に
記入が可能だと思われる者を選定して回答するよう依頼した。知能検査












定 す る 尺 度 で 若 林 ・ 東 条 (2004) に よ っ て 作 成 さ れ た 。 Baron-Cohen,  
Wheelwright & Skinner et al(2001)が作成した AQ を日本版として標準化し
たものである。4 件法で記入する。「社会的スキル」「注意の切り替え」「細部
への注意」「コミュニケーション」「想像力」の 5 因子からなり、それぞれ 10
項目、計 50 項目からなり、回答は自己回答形式となっている。各項目で自閉
症傾向を示すとされる側に該当する回答をすると 1 点が与えられえる。各因
子は最大 10 点となり、尺度としては最大 50 点となる。得点が高いとより自
閉症傾向が強いことを示す。  




18 項目からなり、1 項目当たり回答により 1～5 点が与えられる。最大 90 点
であり、得点が高いとより社会的スキルが高いということを示す。この尺度は
一般的な社会的スキルを測定する尺度として、大学生だけではなく一般成人に
も広く用いられている (菊池・長濱 , 2008)。この尺度は他の心理尺度の妥当性
研究にもよく用いられており、一般成人の社会的スキルを測定する際の代表的
な尺度である。  



















定される 8 象限に対応した 24 項目で構成されている。各項目は「３つの二次
因子（８つの一次因子）」で分類され、「問題解決・サポート希求 (情報収集、
計画立案、カタルシス )」「問題回避 (放棄・諦め、責任転嫁 )」「肯定的解釈と
気そらし (回避的思考、肯定的思考、気晴らし )」である。1 因子あたり 3 項目
で、1 項目当たり回答により 1～5 点が与えられる。各因子は最大 15 点となり、
その得点が高いほどよりその因子に対するストレス対処を行っていることを
示す。この TAC-24 は、職務上のストレスへの対処方略を明らかにする研究 (若
林 , 2000)や健常の就労者の対処柔軟性と職務満足感を明らかにする研究 (三
野・金光 , 2006)で用いられており、成人のストレス対処を明らかにする際に
よく用いられる尺度である。  
４）GHQ30 (General Health Questionnaire30;)：精神健康調査票で、中川・




の 6 因子に分かれている。1 因子あたり 5 項目からなり、1 項目の回答にあた




 なお、本研究における AQ 内の社会的スキルと Kiss-18 で測定する社会的ス




















分析には、SPSS の ver.17 を用いて記述統計量を算出した。先行研究にい
て採取された健常群の数値との比較に際しては、先行研究の標準偏差、サンプ





















































各尺度の記述統計量及びｔ検定の結果を表 3 に示す。  
表 3 に示されている健常群の値は、尺度作成時に調査した際の数値であり、
本研究では、その数値との比較を行っている。AQ のみ、HF-ASD 者を対象と




表 3. 各尺度の記述統計量及び t 検定の結果  
 
  
3.7 3.1 5.8△ 6.17△
2.46 2.29 2.34 1.82
4.2 4.3 7.05△ 6.27△
2.04 2.11 1.63 1.74
4.7 5 5.34▲ 5.07
1.91 2.02 2.18 2.26
3 2.6 6.76△ 6.47△
2.09 2.04 2.13 2.11
3.4 2.9 5.88△ 5.6△
1.67 1.65 2.35 2.14
19.1 17.9 31.65△ 30.43△
5.98 6.44 7.27 6.78
59.89 58.2 45.53▽ 40.03▽
11.02 10.59 10.67 14.37
9.23 11.28 9.61 9.3▽
2.59 2.67 3.2 3.4
9.44 10.34 9.71 8.8▽
2.67 2.5 2.93 3.71
10.43 10.83 9.78▽ 8.83▽
2.6 2.48 2.76 3.35
7.15 7.12 8.83△ 9.53△
2.55 2.3 2.89 2.94
6.23 6.04 7.03△ 7.16△
2.46 2.25 2.5 3.05
8.67 8.94 8.09▼ 8.33
2.47 2.58 2.68 3.05
11.16 11.51 8.78▽ 8.47▽
2.61 2.51 2.59 2.94
9.07 9.89 8.11▽ 7.53▽













3.59 3.1 9.42△ 13.9△




















































































AQ においては、若林 (2004)の調査時の HF-ASD 群 (以下、先行研究の
HF-ASD 群 )より本研究における対象者 (以下、今回の HF-ASD 群 )の平均点は
低い値、つまり自閉症スペクトラム指数が低い値となっている。健常群より今
回の HF-ASD 群は統計的に有意に高い値となっている。「社会的スキル」 (男
性 ;t(181)=6.18、p<.01、女性 ;t(119)=6.98、p<.01)、「注意の切り替え」 (男
性 ;t(181)=10.96、p<.01、女性 ;t(119)=4.9、p<.01)、「細部への注意」 (男
性 ;t(181)=2.21、p<.05)、「コミュニケーション」 (男性 ;t(181)=6.26、p<.01、
女性 ;t(119)=9.43、p<.01)、「想像力」(男性 ;t(181)=8.86、p<.01、女性 ;t(119)=7.5、
p<.01)で有意な差が認められた。  
Kiss-18 においても、今回の HF-ASD 群は健常群より数値が１%水準で有意
に低くなっていた (男性 ;t(651)=11.05、女性 ;t(667)=9)。これは今回の HF-ASD
群の方が社会的スキルが低いということを示唆する。  
また TAC-24 の結果、因子ごとの点数を本研究では表 3 に示した。特に今回
の HF-ASD 群の男女ともに健常群との間に１%水準で有意な差がみられたの
は、「計画立案」 (男性 ;t(579)=6.46、女性 ;t(532)=3.92)、「放棄・諦め」 (男
性 ;t(579)=2.6、女性 ;t(532)=2.43)、「責任転嫁」 (男性 ;t(579)=2.6、女








最後に GHQ30 において、今回の HF-ASD 群は健常群より１％水準で有意












 社会的スキルにおいては、就労場面などにおいても HF-ASD 者は対人関係
でつまずきやすいことが事例研究などでは複数報告されている (杉山 , 1998;原 , 
2006)。本研究の結果はそれらを裏付けた結果となっている。  
また、TAC-24 で見たストレス対処の選択において、今回の HF-ASD 群は
健常群と比べ、ストレスを抱えた際の問題の積極的解決や肯定的な解釈を行い
にくく、問題の解決の放棄や回避を行いやすいということが示唆されていた。






















本研究では、研究Ⅰ -１より HF-ASD 者と健常者との比較で明らかになった
状態の違いが、他の精神障害のある者とで違いがあるかを明らかにするために
行った。  















調症 31 名 (男性 27 名、女性 4 名 )、気分障害 26 名 (男性 16 名、女性 10 名 )で
あった。また、HF-ASD 者は、研究Ⅰと同じ対象者であった。  
３．調査内容 









 研究Ⅰ -１と同様であった。  
６．分析方法  




受けられた (表 4. 参照 )。  



















表 4. 分散分析の結果  
 
 















































































考えられる。HF-ASD 者の心理的特性を如実に表している結果と思われる。  

















































以上のことから第 1 章で述べた支援概念図（図 5. 参照）と、上記の関係性












研究Ⅰで得られた HF-ASD 者のデータを用いた。  
１. 分析方法 
分析には、SPSS の ver.17 を用いて記述統計量を算出したほか、共分散構
造分析は Amos19.0 を用いて行った。  
 
Ⅲ. 結果 
HF-ASD 者の心理的特性の仮説モデル (図 7. 参照 )を構成し、それに基づき
共分散構造分析を行った。  
分析結果より、モデルを採択する際に目安となる数値である適合度指標
(Goodness of Fit Index ; GFI)が 0.771、修正適合度指標 (Adujusted Goodness 
of Fit Index ; AGFI)が 0.714、平均二乗誤差平方根(Root mean square error 
of approximation ; RMSEA)が、0.087、またχ²検定の値が 305.99 で有意水
準を上回った。適合度、χ²検定の値ともに、採択できる数値には至らなかっ
たことより、モデルを修正することとした。TAC-24 の各１次因子を 2 次因子







わり )」を削除することとした。それにより、依然χ²検定の値が 126.77 とな
り、有意水準を上回ったが、GFI が 0.886、AGFI が 0.812 へと上昇、RMSEA
が 0.08 へと減少したため、この修正モデルを採択することとした  (図 8. 参照 )。 
 
 
※数値は有意（p<.01） □枠は実測値、○枠は推測値を表す  



















































































HF-ASD 者の就労状態を変数に入れ、検討を行うこととした。  
 HF-ASD 者の就労を可能にしている心理的特性を明らかにする際は、第 1
章でも述べたが単純に現在就職しているかどうかの有無を確認するだけでは
明らかにできない可能性がある。それは HF-ASD 者の離職率も高いことが推
測されるからである。Szatmari et al(1989)によれば、もっとも良好な HF-ASD
者の成人予後の報告において、16 人の HF-ASD 者  (3 人が在学中 )のうち、6
人が常勤職につき、1 人が自営業、4 人が保護的環境での業務につき、2 人が
在職していない結果を報告している。また Venter, Load & Schopler(1992)に
おいても、IQ60 以上で 18 歳以上の HF-ASD 者の予後を検討しており、6 人












2 年後に回答が得られた対象者は 72 名 (男性 53 名、女性 19 名 )であった。回
答が得られた各機関の割合は、医療機関 10 名、相談支援機関 2 名、就労支援
37 
 
機関 60 名であった。  
２. 調査時期 
1 回目が 2008 年～2009 年であり、2 回目が 2010 年～2011 年であった。  
３. 指標 











分析には、SPSS の ver.17 を用いた。対象者を調査の時点で就職している
かどうかを条件とし、就労している者を就労群 (25 名：男性 19 名、女性 6 名 )、
就労していない者を未就労群 (85 名：男性 61 名、女性 24 名 )とし、対応のな
い t 検定を行った。  
さらに、その後対象者の中で、調査時期から 2 年後に就労しているかどう
かの確認が取れた者を対象に、2 年後にも継続して就労できていた者を継続就
労群  (16 名：男性 13 名、女性 3 名 )、2 年後に就職できていた者を 2 年後就
労群 (33 名：男性 30 名、女性 3 名 )とし、2 年後に離職した者を離職群 (5 名：
男性 4 名、女性 1 名 )、2 年後も就労していなかったものを未就労群 (18 名：男

















通り (表 6. 参照 )である。  






















































































































いる職場を提供するマッチングを含む環境調整だけではなく、 SST、 Job 








































 本研究では、HF-ASD 者への就労支援プログラムの開発を行った。  













して先駆的に用いられた問題解決訓練 (菊池ら , 2007)や、同じく精神科のデ
イ・ケアなどで日常的な社会生活を営むために用いられている SST や、心理
教育 (木村ら , 2004)が紹介されている。また先述している障害者総合職業セン
ター (2006)で用いられているワークシステム・サポートプログラムに含まれて
いる JST などが有効とされている。このスキルトレーニングと心理教育は組
み合わせることで相互作用で効果を高めるという先行研究もあること (松岡ら ,  
2004)から、本研究では「問題解決訓練法」「SST」「JST」と「心理教育」と
いった認知行動療法的技法をプログラムに加えることとした。また、障害者の
就労支援おいては、On The Job Training(以下、OJT)が効果があるとされ、
訓練施設の中で行う訓練よりも企業などにおける現場実習が推奨されている
















た精神障害がある者と HF-ASD 者の計 6 名 (男性 4 名、女性 2 名 ;以下介入群 )
であった。各対象者は、それぞれ別々の精神科の診療を受けており、診断はそ
の主治医によるものであった。また就労移行支援を受けており、本プログラム
を受けていない精神障害のある者と HF-ASD 者の計 8 名 (男性 6 名、女性 2 名 )










終了後、終了から 6 ヶ月後の 3 回実施した。なお就労準備チェックリストに
ついては、介入群にのみ実施した。４つとも評価は質問紙における自己評価式
であった。  
１）GHQ30 (General Health Questionnaire 30; 中川・大坊 , 1985)：精神
健康調査票 (GHQ60 の短縮版 )。4 件法。健常という範囲から変化した症状に
主眼をおいたもの。下位因子として一般的疾患傾向・身体的症状・睡眠障害・
対象者 性別 年齢 診断名 職歴 服薬（期間中の変更含む）
A 男 30代 うつ病 有 抗うつ薬1種類、抗不安薬1種類（後になくなる）、睡眠導入薬2種類
B 男 40代 躁うつ病 有 抗うつ薬1種類
C 女 20代 躁うつ病 無 抗てんかん薬1種類、抗不安薬1種類








F 女 20代 広汎性発達障害 有 無








I 女 40代 うつ病 有 抗不安薬1種類、睡眠導入薬1種類、抗うつ薬1種類
J 女 40代 うつ状態 有 抗不安薬1種類、抗うつ薬1種類、睡眠導入薬2種類
K 男 40代 統合失調症 有 抗不安薬1種類、抗精神病薬1種類（後に減量）、抗うつ薬2種類、抗てんかん薬1種類
L 男 30代 統合失調症 有 抗精神病薬1種類、抗うつ薬1種類
M 男 30代 社会不安障害 有 抗不安薬1種類、抗うつ薬1種類、抗てんかん薬1種類、睡眠導入薬1種類















てる。健康管理 (8 項目 )・生活管理 (6 項目 )・自己把握 (8 項目 )・労働習慣 (5 項
目 )・対人技能 (22 項目 )を測定。49 項目、4 件法。  
３. 介入手続き 
各回 (上記の講義の回を除く )の開始 15 分間で、SST の導入をスムーズにす
るために用いられるウォーミングアップ (前田 , 1999)を参考に実施した他、各
回を前半と後半に分け、後半を主に SST 実施に充てた。  






半年後に GHQ30 と Kiss-18 のみ実施した。  
４. プログラム内容 












SST は 5 回プログラムに含めた。ターゲットスキルは、「相手の話をよく聴
く」「会話をする」「報告する」「断る」「面接の受け方」というスキルをベラッ
クら (2000)を参考に実験者らで就労に必要と思われるスキルを選定し、ワーク








































































た。介入群 (図 9. 参照 )においては、B、C、D、F の４名に得点の上昇がみら
れたが、フォローアップが実施できた 4 名については C、E、F において得点
の減少がみられた。統制群 (図 10. 参照 )は M、N 以外の 6 名において得点の
上昇がみられた。  
Kiss-18 について介入群、統制群の個人の得点の変化は以下の通りであった。
介入群 (図 11. 参照 )においては、post において A と D の 2 名のみが得点は上
昇しているが、フォローアップにおいては C、E、F の 3 名に得点の上昇がみ
られた。統制群 (図 12. 参照 )においては post では G と N において得点の上昇
がみられたが、フォローアップにおいては M の増加以外は各個人において得
点は変化がほとんどみられないか減少していた。  
介入群 統制群 介入群 統制群 介入群 統制群 介入群 統制群
1.5 1.88 ― ― 1.5 2.5 1.25 2.57
1.22 1.13 1.51 2 1.98 1.62 †
2.66 1.5 ― ― 1.16 2 2.25 2.57
1.51 1.2 1.17 1.07 1.71 1.51
2.5 2.13 ― ― 2.6 2.75 2.5 2.43
1.98 1.73 1.63 1.51 1.26 1.77
0.83 1.13 ― ― 1.16 1.75 1 1.71
1.17 1.89 1.6 1.75 1.41 1.98
1.83 2.38 ― ― 2.83 3.5 2.25 2.86
1.47 1.92 1.6 1.51 1.26 1.77
1.16 2.75 ― ― 2.6 2.75 1.25 2.57
2.54 1.38 2.34 2.38 1.5 2.44
10.5 11.75 ― ― 12 15.25 10.5 14.71
7.64 8.97 8.07 9.68 7.85 9.36
46.33 55.13 ― ― 47.33 51.13 45.5 51.86
9.59 13.65 10.37 13.08 3.7 5.15
249.25 ― ― ― 265 ― ― ―
23.75 ― ― ― 24.25 ― ― ―
15.75 ― ― ― 17 ― ― ―
17.5 ― ― ― 18.5 ― ― ―
16.75 ― ― ― 18 ― ― ―

























就労準備チェックリストについては A と B において欠損があり 4 名のみの
結果となった (図 13. 参照 )。C、D、E の 3 名は上昇傾向がみられ、F は減少
傾向がみられた。また効果測定実施期間中に服薬の変更があった方は介入群 2
名であり、E が増薬、A が減薬であった。統制群は 3 名に変更があり、G と H
が増薬し、K が減薬であった (表 7. 参照 )。  
 
 
図 9. 介入群の GHQ30 得点の変化について  
 
 

































































































題解決訓練、ストレスマネジメント、OJT を構成要素とし全 12 回のパッケー
ジとした。対象者の感想の中にも「ストレス対処について知ることができて良






















 また、HF-ASD 者である E、F ともに社会的スキルの知識の定着はなされて
いる可能性が見られた他に、感想においても内容を評価しているものが見受け


























就労移行支援サービスを受けている、HF-ASD 者 5 名。対象者属性は以下
の通りである (表 10. 参照 )。  

































































以下に測定の流れを示す (図 14. 参照 )。対象者には、入所時に 1 回目の効果
測定を実施し、以下半年毎に効果測定を実施した。尚、AQ については、対象
者の負担軽減のため、初回のみの実施となった。記入に際しては、対象者と 1
対 1 で説明を行い、その後記入時間を設け、記入後、説明者が回収した。  
また介入については、基本的に 1 週間から 2 週間に 1 回の面談 (50 分程度 )
の場を設け、その場での介入を中心に行った。介入結果の確認や、介入後の般
化のための支援は、訓練現場で行った。また介入は、研究実施者 1 名と就労
支援従事者 1 名 (支援経験 1 年程度 )の 2 名体制で、行うこととし、各対象者に



























































11 12 13 14
・3回目測定実施






















った。中学 2 年ごろから、強迫観念・行動 (手洗い、図鑑の絵に触れると実物
に触ったように感じる、犬の糞に触れたような気がしてならない、など )やパ
ニック、自傷などが見られるようになり、同年 10 月から通院治療を受ける。
































0-100 点 (100 点がストレスを最大に感じる )で 60 点以上に感じた場面をあげて
もらい、ストレスの感じる場面の傾向を探ろうとした。また数回の面談でそれ
だけを行った後、次はその場面でのストレス対処について問題解決訓練を取り














な作業であり、週 3 日の 1 日 3 時間から実習を進めていった。最終的に実習













































週 3 日から週 4 日にするまでに 2 か月かかったが、今回はこちらから 2 週間









に取り組んでいる様子だった (表 12. 参照 )。  
 






















































図 17. O 氏の各尺度の得点について  
(右縦列が Kiss-18 得点の目盛り・左縦列はそれ以外の得点の目盛り ) 
 
  








































(得点 ) (得点 ) 
63 
 











































間を延ばしていき、3 か月後には週 5 日フルタイムで働いたときを 100%とし






表 13. P 氏の問題解決訓練の結果について①  
 
 




































図 19. P 氏の支援前半の出勤率・作業時間の変化  


























企業実習期  就職活動期  
(得点 ) 






















月においては 1 か月 3 回のみの数十分の遅刻にとどまるという結果になった。 















































































ることがわかる (図 18. 参照 )。  
 効果測定で実施した尺度においても社会的スキルが向上していることがわ
かる。また GHQ30 得点についても若干の低下も見受けられる。また 3 回目の
実施の際には、ストレス対処の中の問題解決得点が向上していることもわかる。










図 21 . P 氏の各尺度の得点について  
(右縦列が Kiss-18 得点の目盛り・左縦列はそれ以外の得点の目盛り ) 
  













































(得点 ) (得点 ) 
72 
 











































がわかると良く取り組むようになっていた (図 22. 参照 )。さらに、自身がスト
レスを感じた時に、言語で伝えずに体をかきむしったり、「っつ！」と顔を険
しくすることで訴えることが多かったため、適切に言語で表現してもらうよう













































































































表 18. Q 氏の SST の結果について②  
















































も痛くなってしまうようで、2 週間に 1 回の通院日の休みなどを有効に活用し
ながら、腰痛への対応をするとともに、体重について触れ、根本的な原因であ
る、体重の減量について一緒に取り組んでいくこととした (図 23. 参照 )。最初
は、間食の制限や食べるものの糖質の制限、食べる時間によってカロリーを考















































































図 25. Q 氏の尺度得点について  
(右縦列が Kiss-18 得点の目盛り・左縦列はそれ以外の得点の目盛り ) 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 (月）






































1回目 2回目 3回目 4回目
GHQ TAC・問題解決 TAC・問題回避
TAC・気そらし KISS
(得点 ) (得点 ) 
81 
 





































な感情になりやすいかというセルフモニタリングを行うこととした (表 19.   
参照 )。記録には認知再構成で用いるコラム表を用い、出来事、思考・行動、






































































































































































図 26. R 氏の訓練展開について  





























図 27. R 氏の尺度得点の変化について  




















(得点 ) (得点 ) 
89 
 




































ンターテイメント性の高い番組まで幅広く見ており、フリートーク (表 20. 参
照 )ではそのような番組の情報を話すことが多かった。  




 1 社目は食品会社の工場内で廃棄する食材の回収を行う作業を 3 カ月行った。





































































































図 28. S 氏の支援展開について  
  




























図 29. S 氏の尺度得点の変化について  

































にも対応できる内容になっていたかと思われる (図 30. 参照 )。  

























































第 5 章 HF-ASD 者の就労支援プログラムの普及の検討 
   
 本研究は、研究Ⅲまでから明らかになった HF-ASD 者の心理的特性に基づ
いて開発された就労支援プログラムの普及について検討を行った。  









た大阪府の調査 (2012)によると、府内の就労支援機関 (全 461 事業所 )に行った
アンケートから、発達障害の支援ニーズについて聞き取った項目 (複数回答可 )
では、社会性やコミュニケーションの支援プログラムの必要性 (160 事業所 )や、
発達障害の気付きについて (111 事業所 )や自己理解への支援法 (110 事業所 )に















 現在、日本国内において HF-ASD 者の就労支援を制度上行える支援機関は

























１. 対象者  
大阪府内 (大阪市・堺市を除く )に在所している支援機関の職員 (累計 342 名 )。 
２. 測定材料 
就労支援における自己効力感尺度。筆者らが作成したもので、受講した内容






























































不足 (175 事業所 )という回答に次いで、支援ニーズの増大に比して、支援員の







ラム内容を決定し、実施した。1 回あたり 2 時間程度であった。  
 
 








































Ⅲ . 結果  
 本事業所に参加した職員の支援経験の平均年数は表 22 の通りである。最大
で平均 6 年であり、ほとんどが 3 年前後であった。  
 











容も複数あがっていた。   
事業所 事業形態 参加人数 経験年数 1回目 2回目 3回目 4回目 5回目
Ａ 就労支援ネットワーク 46人 － 発達障害の特性と就労支援 本人への対応（概要） 医療機関との連携 － －
Ｂ 就労移行・継続Ｂ型 17人 3.98年 本人への対応① 本人への対応② 本人への対応③ 支援の上手なスケジュール管理 －





Ｄ 継続Ａ型・相談支援 11人 2.8年 発達障害のある方への就労支援 支援機関との連携（支援機関者談） 支援の上手なスケジュール管理 － －
Ｅ 就労移行 9人 3.01年 本人への対応① 本人への対応② 本人への対応③・支援の上手なスケジュール管理 － －
Ｆ 継続Ｂ型 9人 3.95年 発達障害の特性について － － － －
Ｇ 就労支援ネットワーク 24人 4.28年 発達障害のある方への就労支援・本人への対応（概要） － － － －
Ｈ 障害者就業・生活支援センター 4人 1.77年 本人への対応① 本人への対応② 本人への対応③
企業との連携
（企業・管理者談） 支援の上手なスケジュール管理
Ｉ 就労移行 5人 4.36年 本人への対応（概要） 支援の上手なスケジュール管理 企業との連携（企業・管理者談） － －
Ｊ 自立支援施設 5人 6年 発達障害のある方への就労支援・企業との連携 － － － －
K 継続Ａ型 12人 － 発達障害の特性 面談技術について 知能検査について － －
L 就労支援ネットワーク 17人 － 発達障害の特性について発達障害のある方への就労支援 － － － －
M 就労支援ネットワーク 41人 － 発達障害の特性について発達障害のある方への就労支援 本人への対応（概要） 企業との連携 － －



















































































主に HF-ASD と診断された者 (高校生〜成人 )をもつ保護者 22 名であった。
当事者による分類では、高校生が 6 名、大学生が 11 名、社会人が 5 名であっ
た。  
２．測定材料 
 １）GHQ30 (General Health Questionnaire 30; 中川・大坊 , 1985)：精神










採点 )」について自己記入式 1 枚であった。  
３. 手続き 
プログラムの内容を以下に示した (表 23. 参照 )。毎月 1 回ずつ開催し、1 回
2 時間であった。基本的な流れは、グループでの宿題の確認、講義、グループ
セッションの流れで行った。グループは、当事者の教育段階・生活年齢によっ























































































































































第 6 章 総合考察 
 
本研究は、以下のような流れで行った（図 33. 参照）。  
 
図 33. 研究の全体概要図  
 






























































































































































































































































相澤欽一  (2007) 精神障害者雇用支援ハンドブック  金剛出版 . 
A・S・ベラック・K・T・ミューザー・S・ギンガリッチ・J・アグレスタ  (2000) 
わかりやすい SST ステップガイド -統合失調症をもつ人の援助に生かす＜下
巻＞実用付録編  熊谷直樹・天笠崇・岩田和彦 (監訳 ) 星和書店 . 
荒牧要右・宇野宏幸  (2004) 注意欠陥 /多動性障害の衝動性に関する検討  脳と発
達 , 36, 467-472. 
Chieko K. Akira I. Ryuichiro H. Haruhisa O. et al (2011) Clinical 
characterization of adults with Asperger ’s syndrome assessed by self-report 
questionnaires based on depression, anxiety, and personality. Research in 
Autism Spectrum Disorders, 5, 1451-1458. 
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構  (2006) 発達障害者のワークシ
ステム・サポートプログラムとその支援技法 障害者職業総合センター職業
センター実践報告書 , 60-83. 
独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構  (2006) 就労移行支援のためのチェッ
クリスト活用の手引き . 
独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構  (2007) 継続して医療的ケアを必要
とする人の就業を支える地域支援システムの課題に関する調査  資料シリー
ズ  37. 
独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構  (2009) 発達障害者の就労支援の課
題に関する研究 , 調査研究報告書 No.88 
土岐淑子・中島洋子  (2009) 高機能広汎性発達障害の就労支援  児童青年精神
医学とその近接領域 , 50(2), 40-50. 
Green J, Gilchrist A, Burton D. et al (2000) Social and psychiatric 
functioning in adolescents with Asperger syndrome compared with 




Gutstein S. E. & Whitney T. (2002) Asperger syndrome and the 
development od social competence. Focus on Autism and Other 
Developmental Disabilities, 17, 161-171. 
原幸一  (2006) 高機能広汎性発達障害者の就労適応について  津大学紀要 , 54, 
33-36. 
池田浩之  (2010) 精神障害者の就労支援における当事者への効果について～
心理状態の改善から～ 第 38 回日本職業リハビリテーション学会大会論文
集 , 86-87. 
井上敦子・菅野敦・横田圭司・橋本創一・霜田浩信  (2007) 不適応症状を呈し
た成人期発達障害者への支援に関する検討  東京学芸大紀要総合教育学系 , 
58, 437-447. 
神村栄一・海老原由香・佐藤健二・戸ヶ崎泰子・坂野雄二  (1995)  対処方略の三
次元モデルと新しい尺度 (TAC-24)の作成  教育相談研究 , 33, 41-47. 
神尾陽子  (2008) 一般精神科臨床で出会う高機能広汎性発達障害成人患者の
診断をめぐる臨床的問題  精神神経学雑誌 , 110(10), 968-973. 
加藤美朗・小関俊祐・佐々木和義  (2008) 短期ティーチヤーズ・トレーニング
の効果について  : 特別支援学校教員対象の 3 回セッションの試み  日本行
動療法学会大会発表論文集 , (34), 266-267. 
菊池章夫  (1988) 『思いやりを科学する』  川島書店 . 
菊池章夫・長濱加那子  (2008) Kiss-18 の妥当性についての一資料  尚絅学院大学
紀要 , 56, 261-264. 
菊池美智子・榊原聡・江口真理子・林寿美子・服部有香・村手恵子・奥田幸子・
永井優子  (2007) 就労準備デイケアにおける問題解決技法を用いたプログ
ラムの実践―精神障害者グループと社会的ひきこもりグループを対象とし
て― 愛知県立看護大学紀要 , 13, 15-23. 
木村幸代・加瀬照彦  (2004) 実践報告デイケアにおける患者本人への心理教育  
精神障害とリハビリテーション , 8(1), 77-81. 
厚生労働省  (2013) 平成 24 年障害者雇用集計状況の集計結果．  
  http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002o0qm.html 




厚生労働省  (2015) 平成 27 年障害者雇用状況集計結果
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000105446.html 
厚生労働省  (2015) 障害者の就労支援について  
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12201000-Shakaiengokyokusho
ugaihokenfukushibu-Kikakuka/0000078011.pdf 
栗田広  (2004) アスペルガー症候群の予後と支援  精神保健研究  50, 37-44. 
前田ケイ  (1999) SST ウォーミングアップ活動集―精神障害者のリハビリテ
ーションのために  金剛出版 . 
松為信雄  (2014) 就労支援ネットワークの形成  精神障害とリハビリテーショ
ン , 18(2), 162-167. 
松岡治子・川俣香織・井上ふじ子・浅見隆康  (2004) 精神障害者の家族支援に
関する研究 (Ⅰ )－家族のための心理教育に対する迷いと期待－  群馬保健学
紀要 , 25, 165-174. 
松吉大輔・藏口佳奈・内田聖菜・田中優実子・蘆田宏・渡邊克己  (2013) 健常
成人における自閉傾向の個人差と被視線感覚  信学技報 , 1-5. 
三野節子・金光義弘  (2006) 異なるストレス状況に対する就労者の対処柔軟性と
職務満足感との関連  川崎医療福祉学会誌 , 16(2), 229-237. 
宮本信也  (2002) 発達障害と心身症  発達障害研究 , 23, 221-235. 
文部科学省  (2012) 通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教
育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果について , 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/1328729.htm 
中川泰彬・大坊郁夫  (1985) 日本版 GHQ 精神健康調査票《手引き》 日本文化科
学社 . 
中村晃士・沖野慎治・小野和哉・中山和彦  (2014) 発達障害患者における身体
化の三重構造  心身医学 , 54, 1105-1110. 
成田健一・下仲順子・中里克治・河合千恵子・佐藤眞一・長田由紀子  (1995) 特
性的自己効力感尺度の検討 -生涯発達的利用の可能性を探る - 教育心理学研究 , 
43(3), 306-314. 
日本職業リハビリテーション学会  (2012) 職業リハビリテーションの基礎と
121 
 
実践 , 中央法規  
小川浩・内山登紀夫  (2005) 高機能広汎性発達障害者の職業的問題  大妻女子
大学人間関係学部紀要 , 6, 33-42. 
小川浩・柴田珠理・松尾江奈  (2006) 高機能広汎性発達障害者の職業的自立に
向けての支援  LD 研究 , 15(3), 312-318. 
岡島純子・谷晋二・鈴木伸一  (2014) 通常学級に在籍する自閉症スペクトラム
障害児に対する社会的スキル訓練－般化効果・維持効果に焦点を当てて―  
行動療法研究 , 40(3), 201-211. 
大阪府  (2012) 発達障がい者支援に関するニーズ調査 . 
千住淳  (2012) 社会的認知の自発性と自閉症スペクトラム障害  基礎心理学研
究 , 30(2), 199-202. 
Roth, Matthew E, Gillis, Jenifer M, DiGennaro Reed, Florence D(2014)：A 
Meta-Analysis of Behavioral Interventions for Adolescents and Adults with 
Autism Spectrum Disorders. Journal of Behavioral Education, 23(2), 
258-286.  
杉山登志郎  (1998) 自閉症者の就労調査からみた臨床的問題と支援 , 障害者問
題研究  26(3), 243-250. 
杉山登志郎  (2011) 発達障害のいま  講談社現代新書  
Szatmari P, Bartolucci G, Bremner R et al. (1989) A follow-up study of 
high-functioning autistic children. J Autism Dev Disord, 19, 213-225. 
高橋純一・玉木宏樹・山脇望美  (2012) 健常大学生を対象とした自閉症スペク




殊教育学研究 , 46(5), 279-290．  
山本奈都実・高橋知音  (2009) 自閉症スペクトラム障害と同様の行動傾向を持
つと考えられる大学生の支援ニーズ把握の質問紙の開発  信州心理臨床紀要  
8, 35-45  
梅永雄二  (2014) 発達障害者の就労支援  LD 研究 , 23(4), 385-391. 
122 
 
Venter A, Load C, & Schopler E. (1992) A follow-up study of 
high-functioning autistic children. J Child Psychol Psychiatry 33, 
489-507. 
若林明雄・東條吉邦・Simon Baron-Cohen・Wheelwright (2004) 自閉症スペク
トラム指数 (AQ)日本語版の標準化  高機能臨床群と健常成人による検討 , 心理
学研究 , 75(1), 78-84. 
若林明雄  (2000) 対処スタイルと日常生活および職務上のストレス対処方略の関
係 -現職教員による日常ストレスと学校ストレスへの対処からの検討 - 教育心
理学研究 , 48, 128-137. 
若林功  (2003) どのように時間管理を行い，複数のケースを支援していくべき
か－海外文献での「ケースロードマネージメント」における時間管理－第
11 回職業リハビリテーション研究発表 . 
若林功  (2009) 応用行動分析学は発達障害者の就労支援にどのように貢献し
ているのか？米国の文献を中心とした外観  行動分析学研究 , 23(1), 33-45. 
若澤友行・田村典久・永谷貴子・牧野恵理・面本麻里・寺井アレックス大道・
大月友  (2011) 自閉症スペクトラム障害をもつ児童・生徒に対する社会的ス
キル訓練―訓練効果と社会的妥当性に関する検討―  行動療法研究 , 37(2), 
91-103. 
山本彩  (2014) 自閉症スペクトラム障害特性を背景にもつ社会的ひきこもり
へ―CRAFT(Community Reinforcement and Family Training)を参考に介
入した 2 事例  行動療法研究 , 40(2), 115-125. 
山本真也・香美裕子・小椋  瑞恵・井澤信三 (2013) 高機能広汎性発達障害者に
対する就労に関するソーシャルスキルの形成における SST とシミュレーシ
ョン訓練の効果の検討  特殊教育学研究  51(3), 291-299. 
全国 LD 親の会  (2011) 教育から就業への移行実態調査報告書Ⅲ . 
 
